
項 項
１　権利擁護・障がい理解 ４　保健・医療

（１）心のバリアフリーの促進 1-(1) （１）保健活動の推進 4-(1)
①ソーシャルインクルージョンの普及 ①健康づくりの推進
②福祉教育の充実 ②精神保健活動の推進
③地域住民との交流の推進 （２）療育体制の充実 4-(2)
④ボランティア活動の促進 ①障がいの早期発見体制の充実

（２）権利擁護の推進 1-(2) ②地域療育システムの充実
①権利擁護相談体制の充実 ③発達障がいのある子どもへの支援の充実
②福祉オンブズパーソン制度の活用促進 （３）保健医療体制の充実 4-(3)
③福祉サービス利用援助事業の促進 ①医療給付等の充実
④成年後見制度の利用支援 ②医療体制の整備
⑤虐待防止の推進 ③福祉・保健・医療の連携促進
⑥障がいを理由とする差別の解消の推進 ５　教育・保育

２　地域生活支援 （１）特別支援教育の充実 5-(1)
（１）訪問系サービスの推進 2-(1) ①特別支援教育の充実

①居宅介護の充実 ②インクルーシブ教育体制の整備・充実
②重度訪問介護の充実 ③学校施設の整備
③行動援護の充実 ④障がい児保育の充実
④同行援護の充実 ⑤障がい児の適正な就学支援・相談の充実
⑤重度障害者等包括支援の促進 ６　生涯学習・スポーツ・文化活動

（２）日中活動系サービスの推進 2-(2) （１）生涯学習・スポーツ・文化活動の振興 6-(1)
①療養介護の充実 ①生涯学習の振興
②生活介護の充実 ②スポーツ・レクリエーションの振興
③自立訓練（機能訓練・生活訓練）の促進 ③芸術文化活動の振興
④就労移行支援の充実 ７　生活環境
⑤就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の充実 （１）バリアフリー・ユニバーサルデザインのまちづくり 7-(1)
⑥短期入所の充実 ①公共施設のバリアフリー化の推進

（３）居住系サービスの推進 2-(3) ②民間施設のバリアフリー化の促進
①自立生活援助の促進 ③バリアフリー化の実態調査の実施
②共同生活援助（グループホーム）の充実 ④交通バリアフリー化の推進
③生活ホームの充実 ⑤カラーユニバーサルデザイン化の推進
④施設入所支援の充実 ⑥住宅のバリアフリー化の推進
⑤地域生活支援拠点の整備 ⑦住民助け合いシステムの推進

（４）補装具の利用促進 2-(4) ８　安全・安心なまちづくり
① 補装具費の給付 （１）防災対策の強化 8-(1)

（５）地域生活支援の推進 2-(5) ①情報伝達体制・訓練強化
①相談支援機能の強化 ②災害時要援護者の避難行動支援
②日常生活用具の利用促進 ③福祉避難所の整備
③地域活動支援センターの充実 ④災害時要援護者名簿の充実
④自立支援協議会の促進 （２）防犯対策の強化 8-(2)
⑤その他事業の充実 ①被害防止・救済の促進

（６）自立支援の推進 2-(6) ②成年後見制度の利用支援（再掲）
①計画相談支援の充実 ９　情報バリアフリー
②サービス利用提供体制の強化 （１）情報取得環境の整備 9-(1)
③精神障がい者の地域移行・定着の促進 ①コミュニケーション支援の充実

（７）障がい児への福祉サービスの推進 2-(7) ②意思疎通支援者の育成
①児童発達支援の充実
②放課後等デイサービスの充実
③保育所等訪問支援の充実
④障害児相談支援の充実

３　就労支援
（１）就労の促進 3-(1)

① 就労選択支援の促進
② 就労移行支援の充実
③就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の充実
④就労定着支援の促進
⑤障がい者就労支援センターの充実
⑥公共職業安定所（ハローワーク）との連携
⑦ 障がい者就労施設からの物品調達の推進
⑧ その他の就労に関する支援

第３次久喜市障がい者計画進捗状況及び実施状況調査票
資料１
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分    野 １　権利擁護・障がい理解
施策の柱 （１）心のバリアフリーの促進

①ソーシャルインクルージョンの普及

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がい理解の
普及・啓発

広報紙やホームページ、SNS等により、障が
い等に関する正しい知識の普及・啓発を行
い、偏見や差別意識の解消に努めるととも
に、患者・家族推進のQOL(生活の質）の維
持・向上と適切な療養環境を整備するため、
福祉・保健・医療が連携を強化し、支援体制
を整備する。

関係各課
広報くき等の活用により、普及・啓発を
実施した。

広報くき等の活用により、普及・啓発を
実施した。

継続

市職員に対す
る研修の実施

障がい（者）への理解を深めることで市民
サービスの向上を図るため、窓口対応業務
の機会が多い職員を対象とする手話研修を
実施する等、福祉に関する研修を実施す
る。

人事課

手話への関心を高め、手話に関する知
識及び基本的手話技法を修得するた
め、内部又は外部講師により、手話に
関する講義や実技演習研修を段階的
に実施した。

・手話研修（基礎）　33人
・手話研修（実践）　16人

継続

②福祉教育の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

福祉教育の実
施

出前講座や市民大学などでの講座等にお
いて、年代に応じた市の障がい福祉施策等
の障がい福祉教育を実施する。

生涯学習課
出前講座及び高齢者大学の講座にお
いて、障がい者福祉施策等の障がい者
福祉教育を実施した。

【出前講座】
・久喜市の障害者福祉サービス
　参加者数：41人
・障がい者の虐待防止について
　参加者数：30人
【高齢者大学】
・障がいのある人の人権
　参加者数：22人

継続

指導課

障がいのある方の認識を体験的に理
解するための学習として総合的な学習
の時間等において、アイマスク体験や
車椅子体験等をした。

全小中学校が福祉の視点を取り入れ
た学習を実施した。

継続

久喜市社会
福祉協議会

学校からの福祉教育の相談や依頼に
対し、出前講座の実施や福祉用具の貸
出を行った。

小・中・専門学校17校体験実施
車いす体験6件、アイマスク体験10件、
点字体験5件、手話体験8件、認知症サ
ポーター養成講座5件、福祉講話4件、
障がい者講話1件、高齢者疑似体験1
件、妊婦体験1件、認知症声かけ体験1
件、福祉体験用具の貸出16校

継続

福祉教育の推
進

地域における障がい者の生活や権利擁護、
障がい者からの講話等を行い、市民の障が
いに対する理解が深まるよう支援する。

久喜市社会
福祉協議会

地域や商業施設での福祉教育の相談
や依頼に対し、出前講座等を実施し
た。

視覚障がい体験1件、福祉講話（ユニ
バーサルデザイン）1件

継続

小・中学校のボ
ランティア、福
祉教育の充実

総合的な学習の時間等において、アイマス
ク体験や車椅子体験等を実施し、障がいの
ある方への接し方についての学習機会の充
実を図る。



③地域住民との交流の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

小地域福祉活
動の推進

年齢・障がいの有無にかかわらず、誰もが
参加できる身近な地域での気軽なつどいで
ある「ふれあい・いきいきサロン」の開設や
福祉ニーズ発見のための小地域福祉活動、
近隣の助け合い活動など、地域住民の福祉
にかかる住民主体の活動を推進する。

久喜市社会
福祉協議会

ふれあい・いきいきサロンの運営支援
協力や新規立ち上げに関する支援や
協力を実施した。また住民による地域
福祉活動の展開と地域の見守り、専門
機関へのつなぐ仕組みとして福祉委員
活動を推進した。

ふれあい・いきいきサロン65か所、
福祉委員97地区279人

継続

当事者同士の
支え合いの支
援（※ピア・サ
ポート）

当事者又は家族からの相談に応じてアドバ
イスを行い、関係機関と協力して解決に導く
相談活動を推進する。

障がい者福
祉課

当事者又は家族からの相談に応じてア
ドバイスを行い、関係機関と協力して解
決に導く相談活動を推進した。

相談に応じ適宜実施 継続

④ボランティア活動の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

共生支援事業などを通して、ボランティアを
養成する。また、住民要望の高い講座を開
催する。

久喜市社会
福祉協議会

共生支援事業を実施し、地域共生社会
への理解を深めた。

共生支援事業（5/11)受講者45人
テーマ「子どもの居場所づくりから共生
社会を考える」

継続

点訳、音訳、手話、ガイドヘルプ講座等の各
種講座を実施する。

久喜市社会
福祉協議会

各種ボランティア講座を実施し、障がい
への理解を深めるとともに、修了後の
ボランティア活動につなげた。

点訳ボランティア養成講座（6/12～
9/10)受講者5人、音訳ボランティア養
成講座（9/18～2/5)受講者12人、手話
奉仕員養成講座（入門編）（6/4～
10/29）受講者9人、手話奉仕員養成講
座（基礎編）（5/24～11/22)受講者13
人、ガイドヘルプボランティア講座（6/7
～14）受講者7人、（8/29、9/2）受講者6
人

継続

ボランティアを始めるきっかけづくりとして、
夏休みを中心に子どもから大人まで、市内
の福祉施設等でボランティア体験を実施す
る。

久喜市社会
福祉協議会

7～8月にボランティア体験プログラム
事業を実施した。

23メニュー163人参加 継続

地域で全ての人が自分らしく生活することを
支援するボランティアの派遣調整・啓発・情
報提供を行う。

久喜市社会
福祉協議会

ボランティアの相談、派遣調整、情報提
供を実施した。

派遣調整968件、情報提供34件、相談
298件、活動希望40件、ボランティア依
頼451件、情報提供通知12回、情報配
信メール18回、動画配信2回、ＬＩＮＥ配
信13回

継続

社会福祉協議
会ボランティア
センターの充実
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分    野 １　権利擁護・障がい理解
施策の柱 （２）権利擁護の推進

①権利擁護相談体制の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

地域包括支援
センターの充実

高齢者と家族等に対する総合相談事業を実
施する。医療・保健・福祉等の関係機関と連
携を図りながら、適切なサービスに繋げるこ
とができるよう支援を行う。

高齢者福祉
課

５か所の地域包括支援センターで総合
相談支援事業を実施。医療・保健・福
祉等の関係機関と連携を図り、サービ
スの調整等の支援を行った。

相談延件数：41,938件 継続

人権相談・女性
相談の充実

市民の基本的人権を擁護し、自由人権思想
の普及・高揚を図るため、人権擁護委員に
よる人権相談・女性相談を実施する。

人権推進課
市内4地区で人権相談・女性相談を実
施した。

4地区合計　37件 継続

女性の悩み（カ
ウンセリング）
相談事業の充
実

女性の日常生活におけるさまざまな悩みや
配偶者等からの暴力などの相談に応じるた
め、女性臨床心理士による相談を実施す
る。

人権推進課

実施日
①毎月2回
〇原則第1・第3金曜日
午後1時～午後5時
※実施日のうち8回は午前10時～午後
5時
②日曜特設相談　年2回（6・11月）
午前10時～午後3時

相談数83件
予約率69.2%

縮小
利用状況を鑑み、相談件数を120件か
ら104件に変更

②福祉オンブズパーソン制度の活用促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

福祉オンブズ
パーソン制度の
活用促進

健康福祉サービス利用者の権利を守り、
サービスの充実につなげるため、健康福祉
サービスに関する苦情申立てについて、福
祉オンブズパーソンが公正・中立の立場で
調査・判断し、市又は事業者に対し、意見や
是正等の措置を勧告・要請する福祉オンブ
ズパーソン制度の活用を促進する。

社会福祉課

・苦情申立ては、随時受付している。
・福祉オンブズパーソン2人を委嘱して
いる。
・市ホームページ、パンフレットにより制
度の周知をした。

【令和6年度実績】
・申立てなし

継続



③福祉サービス利用援助事業の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

あんしんサポー
トねっとの充実・
利用促進

高齢、知的障がい、精神障がい等により、判
断能力が不十分な方に対し、利用契約を結
び、生活支援員や専門員が定期的に訪問
し、福祉サービスの利用援助、生活費等の
払い出し、書類等の預かりサービス等の支
援を実施する。

久喜市社会
福祉協議会

福祉サービスの利用や生活に必要な
手続き及びそれに伴う金銭管理など、
本人が一人では不安なこと、難しくなっ
たことを支援することにより、地域での
生活を支援した。

利用者数17人（認知症高齢者2人、知
的障がい者4人、精神障がい者11人）
新規契約者4人、終了者4人、相談援助
件数述べ342件

継続

④成年後見制度の利用支援

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がい者福
祉課

２親等以内の親族がない成年後見制
度の利用が必要な高齢者に対し、市長
が成年後見制度の申立てを行うと共
に、申立費用の負担や後見人への報
酬の助成を実施した。

市長申立て件数：１件
報酬助成件数：１０件

継続

高齢者福祉
課

２親等以内の親族がない成年後見制
度の利用が必要な高齢者に対し、市長
が成年後見制度の申立てを行うと共
に、申立費用の負担や後見人への報
酬の助成を実施した。

市長申立て件数：１２件
報酬助成件数：7件

継続

障がい者福
祉課

高齢者福祉課と実施 継続

高齢者福祉
課

・市民後見人養成講座（基礎編）を9月
から11月までに計8回開催。
修了者数：９名
・久喜市市民後見人候補者名簿登録
申請者面談の実施。
名簿登録者数：１２名
・名簿登録者を対象にしたフォローアッ
プ研修を2回開催。
延受講者数：２１名

継続

⑤虐待防止の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がい者虐待
防止の体制整
備の推進

虐待防止センターの充実に向け、関係機関
との連携強化や相談体制の強化等を推進
し、障がい者虐待・権利侵害の未然防止や
早期発見、迅速な対応、その後の適切な支
援を行う。

障がい者福
祉課

サービス提供事業所等に虐待防止に
ついての研修を行った。

相談件数：18件 継続

成年後見制度
の利用支援

成年後見制度の利用が必要であるにもかか
わらず、本人に２親等以内の親族がなく、成
年後見の審判の請求を行う４親等内の親族
も明らかでないため、その利用が困難な高
齢者、知的障がい者及び精神障がい者に対
し、市長が申立費用の負担や後見人への報
酬の助成を実施する。

担い手の確保・
育成等の推進

今後の成年後見制度の利用促進を踏まえ
た需要に対応していくため、久喜市社会福
祉協議会と連携し、市民後見人の養成講座
を開催する。また、法人後見については、久
喜市社会福祉協議会以外の担い手につい
ても検討していく。

市民後見人養成講座を、久喜市社会
福祉協議会に委託し、開催した。
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⑥障がいを理由とする差別の解消の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

差別解消の推
進

市の事務事業の実施にあたり、対応要領及
び配慮マニュアルに基づく対応等、不当な
差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供
に努める。また、障害者差別解消支援地域
協議会において、課題の検討・対応等を協
議する。

障がい者福
祉課

対応要領及び配慮マニュアルを策定し
た。

平成28年3月に対応要領及び配慮マ
ニュアルを策定した。
令和7年3月に配慮マニュアルの改訂し
た。

継続

啓発活動の推
進

広報くきや市ホームページ等を通して、市民
及び事業所、医療機関等へ障害者差別解
消法を周知・啓発する。

障がい者福
祉課

ホームページに障害者差別解消法に
ついて周知した。

ホームページに障害者差別解消法に
ついて周知した。

継続

ほじょ犬マーク
の掲示・周知

身体障害者補助犬法に基づき、公共施設や
交通機関、大規模小売店舗等の民間施設
に、ほじょ犬マークを掲示・周知する。

障がい者福
祉課

ホームページに障害者差別解消法に
ついて周知した。

ホームページに障害者差別解消法に
ついて周知した。

継続



分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （１）訪問系サービスの推進

①居宅介護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

居宅介護（ホー
ムヘルプサービ
ス）の充実

入浴、排せつ、食事の介護など、在宅生活
における介護サービスを提供する。

障がい者福
祉課

入浴、排せつ、食事の介護など、在宅
生活における介護サービスを提供し
た。

身体障がい者49人　7118.75時間
知的障がい者21人　1,728時間
精神障がい者81人　6,566時間
児童4人　107時間

継続

②重度訪問介護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

重度訪問介護
の充実

重度の障がい者であって常に介護を必要と
する人に対する入浴、排せつ、食事や移動
の介護等を総合的に実施する。

障がい者福
祉課

重度の障がい者であって常に介護を必
要とする人に対する入浴、排せつ、食
事や移動の介護等を総合的に実施し
た。

身体障がい者11人　18189.5時間
知的障がい者2人　2425.5時間

継続

③行動援護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

行動援護の充
実

著しい行動障がいがある知的障がい者・
児、精神障がい者・児で常に介護を必要と
する人に対し、移動の介護、危険回避のた
めの援護などの支援を実施する。

障がい者福
祉課

著しい行動障がいがある知的障がい
者・児、精神障がい者・児で常に介護を
必要とする人に対し、移動の介護、危
険回避のための援護などの支援を実
施した。

身体障がい者3人　766時間
知的障がい者72人　15,498.5時間
児童72人　9,005.5時間

継続

④同行援護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

同行援護の充
実

視覚障がいにより移動が著しく困難な障が
い者に対し、外出時における必要な支援を
実施する。

障がい者福
祉課

視覚障がいにより移動が著しく困難な
障がい者に対し、外出時における必要
な支援を実施した。

身体障がい者26人
精神障がい者1人

継続
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⑤重度障害者等包括支援の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

重度障害者等
包括支援の促
進

常に介護を必要とする人であって、その必
要度が著しく高い障がい者に対し、居宅介
護などの障害福祉サービスを包括的に提供
する。

障がい者福
祉課

常に介護を必要とする人であって、そ
の必要度が著しく高い障がい者に対
し、居宅介護などの障害福祉サービス
を包括的に提供する。

利用者なし 継続



分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （２）日中活動系サービスの推進

①療養介護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

療養介護の充
実

療養介護事業所における対象者に対し、適
切な療養介護を促進する。

障がい者福
祉課

療養介護事業所における対象者に対
し、適切な療養介護を促進した。

身体障がい者9人
知的障がい者5人

継続

②生活介護の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

生活介護の充
実

常に介護を必要とする人に対し、主に日中
に障がい者施設等で行われる入浴、排せ
つ、食事等の介護や創作活動等の支援を実
施する。

障がい者福
祉課

常に介護を必要とする人に対し、主に
日中に障がい者施設等で行われる入
浴、排せつ、食事等の介護や創作活動
等の支援を実施した。

身体障がい者55人
知的障がい者304人
精神障がい者11人

継続

③自立訓練（機能訓練・生活訓練）の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

訓練施設等の
活用

障がい者の社会参加促進や就職に必要な
技能と知識を得るため、訓練施設等の活用
を促進する。

障がい者福
祉課

障がい者の社会参加促進や就職に必
要な技能と知識を得るため、訓練施設
等の活用を促進した。

支給件数　727件
支給人数　94人

継続

④就労移行支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

⑤就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

⑥短期入所の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

短期入所
（ショートステ
イ）の充実

障がい者の家族等の介護者の疾病やその
他の理由等で、障がい者が一時的な都合に
より施設の利用が必要になった際に適切な
支援を実施する。

障がい者福
祉課

障がい者の家族等の介護者の疾病や
その他の理由等で、障がい者が一時的
な都合により施設の利用が必要になっ
た際に適切な支援を実施した。

身体障がい者15人　1,176日
知的障がい者50人　2,766日
精神障がい者4人　338日
児童12人　222日

継続

３　就労支援 （１）就労の促進 ①就労移行支援の充実 へ記載

３　就労支援 （１）就労の促進 ②就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の充実へ記載
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分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （３）居住系サービスの推進

①自立生活援助の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

自立生活援助
の促進

障がい者支援施設やグループホーム等から
一人暮らしへの移行を希望する知的障がい
者や精神障がい者等について、本人の意思
を尊重した地域生活を支援するため、一定
の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時
の対応により、障がい者の理解力、生活力
等を補う観点から支援を実施する。

障がい者福
祉課

障がい者支援施設やグループホーム
等から一人暮らしへの移行を希望する
知的障がい者や精神障がい者等につ
いて、本人の意思を尊重した地域生活
を支援するため、一定の期間にわた
り、定期的な巡回訪問や随時の対応に
より、障がい者の理解力、生活力等を
補う観点から支援を実施する。

実績なし 継続

②共同生活援助（グループホーム）の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

グループホーム
の充実

共同生活を行う住居で、相談や日常生活等
を行う。また、入浴、排せつ、食事の介護等
の必要性がある方には介護サービスも提供
する。

障がい者福
祉課

共同生活を行う住居で、相談や日常生
活等を行う。また、入浴、排せつ、食事
の介護等の必要性がある方には介護
サービスも提供した。

身体障がい者19人
知的障がい者156人
精神障がい者95人
児童1人

継続

③生活ホームの充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

生活ホームの
充実

住居を必要としている障がい者に、低額の
料金で居室等を提供するとともに、日常生
活に必要な支援を実施する。

障がい者福
祉課

住居を必要としている障がい者に、低
額の料金で居室等を提供するととも
に、日常生活に必要な支援を実施し
た。

生活ホーム利用者2人 継続

④施設入所支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

施設入所支援
の充実

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、
排せつ、食事等の介護等を実施する。

障がい者福
祉課

施設に入所する人に、夜間や休日、入
浴、排せつ、食事等の介護等を実施し
た。

身体障がい者36人
知的障がい者93人
精神障がい者2人

継続



⑤地域生活支援拠点の整備

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

地域生活支援
拠点の整備

障がい者・児が住み慣れた地域で安心して
暮らしていけるよう、居住支援のための機能
（相談、体験の機会と場、緊急の受け入れと
対応、専門性、地域の体制づくり）を強化す
るため、これらの機能を付加した拠点や地
域における複数の機関がこれらの機能を分
担して担う体制を整備する。

障がい者福
祉課

現在登録事業所は10か所。
令和６年度に報酬改正があり、加算等
変更・追加が生じているため、その登録
申請について各事業所に確認する状
況。
また登録者数拡大に向け、関係者にて
支援内容の再確認を行った。

登録事業所１０か所
登録者８人

継続
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分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （４）補装具の利用促進

① 補装具費の給付

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

補装具費の給
付と修理

身体障がい者・児等に対し、日常生活に支
障をきたしている身体の損傷を補うために、
補装具費の交付、修理を実施する。

障がい者福
祉課

身体障がい者・児等に対し、支障をきた
している状況を補うために、申請に基づ
き、必要に応じ県の審査を経て、補装
具等を交付・修理等を行った。

交付(新規：92件／再交付：71件)
修理：87件

継続

車椅子等の貸
出

久喜市社会福祉協議会において、障がい等
のため、福祉用具等を必要とする方に貸出
する。
また、福祉教育を推進する学校等の体験学
習のために貸出する。

久喜市社会
福祉協議会

福祉用具を必要とする方に貸出するこ
とで、外出支援と社会参加の推進を
図った。

車いすの貸出延べ278件、その他福祉
用具（高齢者疑似体験セット、アイマス
ク、点字器等）26件

継続



分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （５）地域生活支援の推進

①相談支援機能の強化

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

基幹相談支援センターを相談事業の中核と
して、より身近できめ細やかな相談支援を行
う。
また、今後も増加が見込まれるサービス等
利用計画作成を行う相談支援事業所の充
実を図る。

障がい者福
祉課

基幹相談支援事業所を中核とし、行
政・委託支援事業所、さらにらに特定相
談支援事業所等との連携継続により、
相談支援事業の充実を図り、障がい者
(児）の地域生活の安定を図るこことに
繋げた。

相談支援部会6回／年開催 継続

福祉に関する各種相談に横断的な対応が
できる「ふくし総合相談窓口」を設置し、相談
者に寄り添いながら問題解決に向けた支援
を行う。

社会福祉課

・社会福祉課内にふくし総合相談窓口
を開設し、随時、包括的に相談を受付
している。
・市ホームページ、パンフレットにより窓
口の周知をした。

・相談件数　51件
継続

関係機関と連携しながらワンストップで対応
する。多くの問題を抱える家族等に対する積
極的な取組や研修の充実により、地域と連
携して相談を解決できる仕組みの充実を図
る。

久喜市社会
福祉協議会

単一の問題だけでなく、生活上のすべ
てをとらえる体制で相談に対応し、問題
の解決と支援につなぐ総合相談事業を
実施。福祉全般の相談に特化した窓口
として、福祉なんでも相談専門の電話
回線を設置。また、必要に応じて継続し
て対応する他、訪問や支援会議を開催
した。

・相談件数　延べ9,698件
・福祉なんでも相談　相談件数38件
・社協の出前講座　わし宮団地地区　8
回　14人、あやめまつり6/9　18人
･顧問弁護士への相談　延べ95件

継続

健康増進や生活習慣病等の予防に関する
情報の提供や正しい知識の普及を図り、健
康づくりを支援するため、健康相談を実施す
る。

地域保健課

健康増進や生活習慣病等の予防に関
する情報の提供や正しい知識の普及を
図り、健康づくりを支援するため、健康
相談を実施した。

成人健康相談　延べ1,287人 継続

障害年金等に関する正しい知識の普及を図
るため、社会保険労務士による年金相談を
実施する。

市民課（総
合窓口）

月に１回、社会保険労務士との無料相
談を、希望者が1人３０分行った。

年間相談者　55人 継続

相談体制の充
実
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②日常生活用具の利用促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

日常生活用具
の給付、貸与

障がい者等に対し、自立生活支援用具等の
日常生活用具の給付又は貸与を実施する。

障がい者福
祉課

障がい者等に対し、申請に基づき自立
日常生活用具の給付又は貸与を実施
した。

ストマ・紙おむつ・人工鼻：824
その他：61
紙おむつ：418

継続

③地域活動支援センターの充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

地域活動支援
センター事業の
充実

障がい者等の社会参加及び自立の促進を
図るため、創作活動及び生産活動の機会
等、また情報提供及び相談・交流の場を提
供する。

障がい者福
祉課

障がい者等の社会参加及び自立の促
進を図るため、創作活動及び生産活動
の機会等、また情報提供及び相談・交
流の場を提供した。

Ⅰ型：登録者数32人、延べ利用者数
516人
Ⅱ型：支給決定者数28人
Ⅲ型：登録者数18人、延べ利用者数
1,257人

継続

④自立支援協議会の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

関係機関や各
種団体等の連
携強化

各種ネットワーク会議や連絡会議等への出
席のほか、必要に応じて福祉・介護・教育・
医療機関や地域ボランティア等との連携を
強化し、適切な助言等の支援を実施する。

障がい者福
祉課

当事者団体や当事者家族会等におけ
る定例会へ参加した。

各種会議等へ職員が参加し、連携を強
化した。

継続

障がい者ニー
ズの把握

障がい者が地域で生活していく上での問題
点等を把握・分析し、関係機関や関係各課
と協議する。

障がい者福
祉課

地域の関係者が集まり、地域における
課題を共有し、その課題を踏まえて、地
域基盤の整備を進めていく自立支援協
議会を設置している。

定例会　年3回実施 継続

⑤その他事業の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障害児（者）生
活サポート事業

障がい児・者の生活に合わせた、障がい者
の一時預かり、介護人の派遣、障がい者の
送迎、障がい者の外出援助など、登録され
た民間のサービス団体等による介護サービ
スを実施する。

障がい者福
祉課

障がい児・者の生活に合わせた、障が
い者の一時預かり、介護人の派遣、障
がい者の送迎、障がい者の外出援助な
ど、登録された民間のサービス団体等
による介護サービスを実施した。

利用者　132人（うち障害児54人）
利用時間　4105.0時間（うち障害児
1131.5時間）

継続

福祉有償運送

NPO法人、社会福祉法人などの非営利法人
が、高齢者や障がい者等の公共交通機関を
使用して移動することが困難な人を対象に
有償で行う移送サービスを実施する。

障がい者福
祉課

NPO法人、社会福祉法人などの非営利
法人が、高齢者や障がい者等の公共
交通機関を使用して移動することが困
難な人を対象に有償で行う移送サービ
スを実施した。

市内登録事業者数　6事業所 継続



日中一時支援
事業

障がい者等に活動の場を提供し、障がい者
等の家族の就労支援及び障がい者等を日
常的に介護している家族の一時的な休息を
図る。

障がい者福
祉課

障がい者等に活動の場を提供し、障が
い者等の家族の就労支援及び障がい
者等を日常的に介護している家族の一
時的な休息を図る。

利用者数　19人
利用回数　704回

継続

障がい者福
祉課

継続

久喜市社会
福祉協議会

継続

施設の開設、既存施設の増・改築などの団
体事業資金について、埼玉県の制度による
資金貸付を行う。

障がい者福
祉課

資金貸付について相談があった場合
は、埼玉県の相談窓口を案内する。

相談はなかった。 継続

紙おむつの給
付

18歳以上の重度心身障がい者で、在宅で常
時おむつを必要としている人に、月１回おむ
つを給付する。

障がい者福
祉課

18歳以上の重度心身障がい者で、在
宅で常時おむつを必要としている人
に、月１回おむつを給付した。

支給者数　58人
支給件数　542件

継続

訪問入浴サー
ビス

家庭で独力又は家族の介護での入浴が困
難な身体障がい者に対し、居宅に簡易浴槽
を持ち込んで部屋で入浴する、巡回型入浴
サービスを実施する。

障がい者福
祉課

家庭で独力又は家族の介護での入浴
が困難な身体障がい者に対し、居宅に
簡易浴槽を持ち込んで部屋で入浴す
る、巡回型入浴サービスを実施した。

利用者数　12人
利用回数　132回

継続

寝具乾燥消毒
等サービス

在宅の65歳以上の人又は18歳以上で身体
障害者手帳1・2級の交付を受けている人で
寝たきりの状態又はこれに準ずる状態の人
に、寝具の乾燥消毒や水洗いを行う。

高齢者福祉
課

在宅の65歳以上の人又は18歳以上で
身体障害者手帳1・2級の交付を受けて
いる人で寝たきりの状態又はこれに準
ずる状態の人に、寝具の乾燥消毒や水
洗いを行った。

利用回数
　・水洗い　15回
　・乾燥消毒　72回
　（うち障がい者
　　　　水洗い2回、乾燥消毒10回）

継続

配食サービス

65歳以上の人又は身体障害者手帳1・2・3
級又は療育手帳、精神障害者保健福祉手
帳の交付を受けている人のみで構成する世
帯で、日常的に調理が困難な人にお弁当
（昼食）を配達することで安否確認を行う。

高齢者福祉
課

65歳以上の人又は身体障害者手帳1・
2・3級又は療育手帳、精神障害者保健
福祉手帳の交付を受けている人のみで
構成する世帯で、日常的に調理が困難
な人にお弁当（昼食）を配達することで
安否確認を行った。

利用回数　73,972回
　（うち障がい者 1,787回）

継続

訪問理容サー
ビス

在宅で、寝たきり又はそれに準じた状態に
あり、理容店へ行くことが困難なおおむね65
歳以上の人又は身体障害者手帳1・2級の
交付を受けている人の自宅に理容師が訪問
し、調髪等を行う。

高齢者福祉
課

在宅で、寝たきりまたはそれに準じた状
態にあり、理容店へ行くことが困難なお
おむね65歳以上の人または身体障害
者手帳1・2級の交付を受けている人の
自宅に理容師が訪問し、調髪等を行っ
た。

利用回数　105回
　（うち障がい者　16回）
利用者数　105人
　（うち身体障がい者　10人）

継続

障がい者生活
支援の充実

在宅の障がい者に対し、ピアカウンセリン
グ、介護相談及び情報提供を実施し、在宅
障がい者の自立と社会参加の促進を図る。

窓口で各種相談を受けた際に福祉
サービスを案内する等、情報提供をし
ている。

窓口で福祉サービス等の情報提供をし
た。
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在宅障がい者
社会活動等の
支援

障がい者等が公的機関や買い物等の外出
をする場合など、社会生活上必要不可欠な
外出を援助するため、ホームヘルパーを派
遣し、付き添いを実施する。

障がい者福
祉課

移動支援を実施することにより、社会生
活上不可欠な外出及び余暇活動等の
社会参加のための外出の際の移動を
支援した。

利用者数　53名
算定時間　1,789時間

継続

身体障がい者
自動車運転免
許取得費補助
事業

運転免許を取得することにより、就労等が見
込まれる障がい者に対し、免許取得費用の
一部を補助する。

障がい者福
祉課

運転免許を取得することにより、就労等
が見込まれる障がい者に対し、免許取
得費用の一部を補助する。

度実績なし 継続

身体障がい者
自動車改造費
補助事業

自動車改造をすることにより、就労等が見込
まれる障がい者に対し、自動車改造費用の
一部を補助する。

障がい者福
祉課

自動車改造をすることにより、就労等が
見込まれる障がい者に対し、自動車改
造費用の一部を補助した。

利用者数３人 継続

徘徊高齢者・障
がい者探索シ
ステム

認知症により徘徊行動のある高齢者や18歳
以上で療育手帳の交付を受けている人の家
族に、携帯端末を貸与する。

高齢者福祉
課

認知症により徘徊行動のある高齢者や
18歳以上で療育手帳の交付を受けて
いる人の家族に、携帯端末を貸与し
た。

利用件数　4件
　（うち障がい者　1件）

継続

緊急時通報シ
ステム

65歳以上の単身者又は身体障害者手帳1・
2・3級の交付を受けている単身の人又は家
族と同居していても同様な状態になる人に、
専用の通報装置を貸与する。また、自宅に
おいて急病等緊急事態が発生した場合に、
民間受信センターを経由して埼玉県東部消
防組合に通報する。

高齢者福祉
課

65歳以上の単身者又は身体障害者手
帳1・2・3級の交付を受けている単身の
人又は家族と同居していても同様な状
態になる人に、専用の通報装置を貸与
する。また、自宅において急病等緊急
事態が発生した場合に、民間受信セン
ターを経由して埼玉県東部消防組合に
通報した。

利用回数924件 継続

社会参加事業
の充実

在宅心身障がい者に係る地域福祉の充実
を図り、社会活動への自立の促進を図る。

障がい者福
祉課

在宅心身障がい者に対し、インターネッ
トを活用した情報収集方法の提供や余
暇活動の支援をした。

・障がい者スマートフォン講習会の実施
（9-1）
・フレンドシップ学級の実施（6-1）

継続

外出支援事業
在宅の障がい者の外出を容易にし、生活圏
の拡大を図るため、福祉タクシー利用券・自
動車等燃料費利用券を交付する。

障がい者福
祉課

市内に居住する、身体障害者手帳１～
３級、療育手帳○A・A・B、精神障害者
保健福祉手帳１・２級の交付を受けて
いる人のうち希望する方へ、福祉タク
シー利用券または自動車等燃料費利
用券を交付した。（選択制）

・福祉タクシー利用券
交付者数　1,088件
助成枚数　25,158枚
・自動車等燃料費利用券
交付者数　2,421件
助成枚数　42,109枚

継続

特別障害者手
当等支給事業

在宅の重度障がい者の精神的及び経済的
負担を軽減し、所得保障の一助とするため、
手当（特別障害者手当・障害児福祉手当・
福祉手当）を支給する。

障がい者福
祉課

重度の障害で常時介護を必要としてい
る方へ、特別障害者手当・障害児福祉
手当・福祉手当を年4回（2，5，8及び11
月）支給した。

・特別障害者手当　1,785件
・障害者福祉手当　803件
・福祉手当　24件

継続



在宅重度心身
障害者手当支
給事業

在宅の重度心身障がい者の精神的及び経
済的負担の軽減を図るため、住民税が非課
税で、身体障害者手帳１～３級、療育手帳
○A・A・B、精神障害者保健福祉手帳１級の
交付を受けている人に対し、手当を支給す
る。

障がい者福
祉課

住民税が非課税で、身体障害者手帳１
～３級、療育手帳○A・A・B、精神障害
者保健福祉手帳１級の交付を受けてい
る人に対し、年２回（９月、３月）に定期
支給を実施する。
また、資格喪失者等に対し随時支給を
実施した。

・月額5,000円対象者　延べ18,752人
・月額3,000円対象者　延べ8,262人

継続

特別児童扶養
手当支給事業

20歳未満の精神又は身体に一定の障がい
のある子どもを養育している方に対して手当
を支給し、精神的及び経済的負担の軽減を
図る。

障がい者福
祉課

特別児童扶養手当を支給した。
１級手当月額　55,350円
２級手当月額　36,860円
※令和6年4月現在
※所得制限あり

１級　1,377件
２級　1,910件

継続

難病患者見舞
金支給事業

指定難病医療受給者証や小児慢性特定疾
病医療受給者証等の交付を受けている方に
対し、見舞金を支給し、精神的な負担に対
する慰謝及び経済的負担の軽減を図る。

障がい者福
祉課

指定難病医療受給者証や小児慢性特
定疾病医療受給者証等の交付を受け
ている方に対し、見舞金を支給し、精神
的な負担に対する慰謝及び経済的負
担の軽減を図った。

支給人数　1,072人 継続

埼玉県思いやり
駐車場制度の
充実

公共施設等に設置されている車椅子使用者
用駐車場の適正利用を推進するため、申請
いただいた方に利用証を交付し、利用者は
車内に利用証を掲げることで、県内の協力
施設の駐車場に車両を駐車することができ
る制度を実施する。

障がい者福
祉課

公共施設等に設置されている車椅子使
用者用駐車場の適正利用を推進する
ため、申請いただいた方に利用証を交
付し、利用者は車内に利用証を掲げる
ことで、県内の協力施設の駐車場に車
両を駐車することができる制度を実施し
た。

利用証交付総数　455人
・車椅子用（青）　38人
・高齢者等用（緑）　261人
・妊産婦等用（オレンジ）　156人

継続
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分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （６）自立支援の推進

①計画相談支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

計画相談支援
の充実

障害福祉サービス等を申請した障がい者に
ついて、サービス等利用計画の作成、支給
決定後のサービス等利用計画の見直しを行
う。

障がい者福
祉課

障害福祉サービス等を申請した障がい
者について、サービス等利用計画の作
成、支給決定後のサービス等利用計画
の見直しを行った。

利用者967人 継続

②サービス利用提供体制の強化

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

サービス利用提
供体制の充実

障がい者・児の自立した生活を支援するた
め、障がい者・児の抱える課題の解決や適
切なサービス利用に向けて相談支援体制の
充実とサービス提供事業者の育成・確保を
行う。

障がい者福
祉課

障がい者・児の自立した生活を支援す
るため、障がい者・児の抱える課題の
解決や適切なサービス利用に向けて相
談支援体制の充実とサービス提供事
業者の育成・確保を行った。

相談支援部会6回実施 継続

障がい者福
祉課

相談等による必要児適宜実施 継続

地域保健課
来所相談　　71件
電話相談　421件

継続

障がい者福
祉課

精神保健福祉事例検討会・市町村プ
ラットホーム会議4回実施

継続

地域保健課
精神保健福祉事例検討会・市町村プ
ラットホーム会議4回実施

継続

退院前に関係機関でカンファレンスを
行い、退院後の支援について、調整、
相談を行った。

精神保健福祉事例検討会・市町村プ
ラットホームの実施した。

精神保健相談
の充実

退院前に関係機関でカンファレンスを行い、
退院後の支援について、調整、相談を行っ
ている。

関係機関との
連携

各関係機関が情報交換や協議を行い、精神
障がい者の社会参加促進及び精神障がい
者やその家族等に対する理解を深め、精神
保健福祉の推進と向上を図る。



③精神障がい者の地域移行・定着の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

地域移行支援
の促進

障がい者支援施設に入所している障がい者
又は精神科医療機関に入院している精神障
がい者について、住宅の確保その他の地域
に移行するための活動に関する相談、その
他必要な支援を行う。

障がい者福
祉課

在宅を希望する障がい者に対して、住
宅の確保その他の地域に移行するた
めの活動に関する相談、その他必要な
支援を行う。

相談及び支援なし 継続

地域定着支援
の促進

居宅において単身等で生活する障がい者に
ついて、常時の連絡体制を確保し、障がい
者の特性に起因して生じた緊急の事態等に
相談、緊急訪問その他必要な支援を行う。

障がい者福
祉課

居宅において単身等で生活する障がい
者について、常時の連絡体制を確保
し、障がい者の特性に起因して生じた
緊急の事態等に相談、緊急訪問その
他必要な支援を行った。

利用者5人 継続

障がい者福
祉課

地域における個別ケアの充実を促進す
るため、医療機関のソーシャルワー
カー、保健所や地域活動支援センター
の精神保健福祉士、障がい者福祉課
や地域保健課の職員等が連携して、必
要な支援を行った。

退院前からご家族・医療機関・相談支
援事業所・サービス事業所等との連携
を行い、退院後の生活の安定に繋げ
た。

継続

地域保健課

退院後の在宅支援として、病院のソー
シャルワーカー、地域活動支援セン
ター（Ⅰ型）支援員及び保健所精神相
談員等と連携し支援を行った。

退院後の自宅支援を、病院のソーシャ
ルワーカー、地域活動支援センター（Ⅰ
型）支援員及び保健所精神相談員等と
連携し支援を行った。

継続

医療機関・地域
活動支援セン
ター及び保健所
等との連携促
進

地域における個別ケアの充実を促進するた
め、医療機関のソーシャルワーカー、保健所
や地域活動支援センターの精神保健福祉
士、障がい者福祉課や地域保健課の職員
等が連携して、以下のような支援を行う。
・家族への支援（サポート）
・在宅福祉サービスの活用
・単身で退院する人への住宅入居等支援事
業の活用促進
・退院後の受け皿としてのグループホーム
の支援充実
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分    野 ２　地域生活支援
施策の柱 （７）障がい児への福祉サービスの推進

①児童発達支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

児童発達支援
の充実

児童発達支援等の施設において、日常生活
における基本的な動作の指導や技能の習
得、集団生活への適応訓練等を行う。

障がい者福
祉課

児童発達支援等の施設において、日常
生活における基本的な動作の指導や
技能の習得、集団生活への適応訓練
等を行った。

利用児童263人 継続

医療型児童発
達支援の充実

肢体不自由の児童について、医療型児童発
達支援センター又は指定医療機関等におい
て、児童発達支援及び治療を行う。

障がい者福
祉課

肢体不自由の児童について、医療型児
童発達支援センター又は指定医療機
関等において、児童発達支援及び治療
を行う。

該当者なし 継続

居宅訪問型児
童発達支援の
促進

障がい児の居宅を訪問し、日常生活の動作
の指導、知識や技能の付与等の支援を行
う。

障がい者福
祉課

障がい児の居宅を訪問し、日常生活の
動作の指導、知識や技能の付与等の
支援を行う。

利用者なし 継続

②放課後等デイサービスの充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

放課後等デイ
サービスの充実

学校（幼稚園及び大学を除く）に就学してい
る障がい児について、授業の終了後又は休
業日に、生活能力向上のために必要な訓
練、社会との交流の促進等を行う。

障がい者福
祉課

学校（幼稚園及び大学を除く）に就学し
ている障がい児について、授業の終了
後又は休業日に、生活能力向上のた
めに必要な訓練、社会との交流の促進
等を行った。

利用児童475人 継続

放課後児童クラ
ブの体制整備

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラ
ブ）等における障がい児受入れの体制整備
を行う。

こども育成
課

放課後児童健全育成事業（放課後児
童クラブ）の実施にあたり、運営委託先
において、障がい児の受け入れ体制を
整備した。

運営委託先　5者（指定管理4者・業務
委託1者）
登録児童数　　延べ22,859人
うち障がい児　延べ　　764人
（各月1日の登録児童数の合計）

継続

教育と福祉の
連携の強化

小中学校に通う障がい児について、学校と
障がい児通所サービス及び相談支援事業
所が連携して支援等を行うため、教育と福
祉の連携ガイドブックの充実を図る。

障がい者福
祉課

教育と福祉の連携ガイドブックを作成し
た。

令和6年度作成済み 継続



③保育所等訪問支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

保育所等訪問
支援の充実

保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、
放課後児童クラブなどに通う障がい児につ
いて、施設を訪問し、障がい児以外の児童
との集団生活への適応のための専門的な
支援等を行う。

障がい者福
祉課

保育所、幼稚園、小学校、特別支援学
校、放課後児童クラブなどに通う障が
い児について、施設を訪問し、障がい
児以外の児童との集団生活への適応
のための専門的な支援等を行った。

利用児童46人 継続

④障害児相談支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障害児相談支
援の充実

障害児通所支援を申請した障がい児につい
て、利用計画の作成及び支給決定後の見
直しを行う。

障がい者福
祉課

障害児通所支援を申請した障がい児に
ついて、利用計画の作成及び支給決定
後の見直しを行った。

利用児童693人 継続
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分    野 ３　就労支援
施策の柱 （１）就労の促進

① 就労選択支援の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就労選択支援
の促進

就労意思のある障がい者が、就労や働き方
についてより良い選択ができるよう、就労ア
セスメントの手法を活用し、希望や能力、適
性等に合った選択ができるよう支援する。

障がい者福
祉課

就労意思のある障がい者が、就労や働
き方についてより良い選択ができるよ
う、就労アセスメントの手法を活用し、
希望や能力、適性等に合った選択がで
きるよう支援する。

令和7年度１０月から実施 継続

② 就労移行支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就労移行支援
の充実

一般企業等への就労を希望する方に、一定
期間、就労に必要な知識及び能力の向上の
ために必要な訓練を実施する。

障がい者福
祉課

一般企業等への就労を希望する方に、
一定期間、就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な訓練を実施し
た。

身体障がい者7人
知的障がい者19人
精神障がい者88人

継続

③就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就労継続支援
（Ａ型）の充実

一般企業等での就労が困難な方に、働く場
を提供するとともに、知識及び能力の向上
のために必要な訓練を実施する。
※A型は雇用契約を締結する。

障がい者福
祉課

一般企業等での就労が困難な方に、働
く場を提供するとともに、知識及び能力
の向上のために必要な訓練を実施し
た。

身体障がい者9人
知的障がい者21人
精神障がい者57人

継続

就労継続支援
（Ｂ型）の充実

一般企業等での就労が困難な方に、働く場
を提供するとともに、知識及び能力の向上
のために必要な訓練を実施する。
※B型は雇用契約を締結しない。

障がい者福
祉課

一般企業等での就労が困難な方に、働
く場を提供するとともに、知識及び能力
の向上のために必要な訓練を実施し
た。

身体障がい者25人
知的障がい者164人
精神障がい者118人

継続



④就労定着支援の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就労定着支援
の促進

就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、
企業・自宅等への訪問や障がい者の来所に
より、生活リズム、家計や体調の管理などに
関する課題解決に向けて、必要な連絡調整
や指導・助言等の支援を行う。

障がい者福
祉課

就労に伴う生活面の課題に対応できる
よう、企業・自宅等への訪問や障がい
者の来所により、生活リズム、家計や
体調の管理などに関する課題解決に
向けて、必要な連絡調整や指導・助言
等の支援を行った。

身体障がい者3人
知的障がい者6人
精神障がい者24人

継続

⑤障がい者就労支援センターの充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がい者就労
支援センターの
充実

障がい者の一般就労の機会を拡大し、障が
い者の自立と社会参加を促進するため、支
援の充実を図るとともに、埼葛北障害者就
業・生活支援センターとの連携を深める。

障がい者福
祉課

障がい者の一般就労の機会を拡大し、
障がい者の自立と社会参加を促進する
ため、支援の充実を図るとともに、埼葛
北障害者就業・生活支援センターとの
連携を深めた。

2市1町実績
相談実績4,220件
実習日数111日
ジョブコーチ731件
就労実績33件
職場開拓79件

継続

⑥公共職業安定所（ハローワーク）との連携

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

公共職業安定
所（ハローワー
ク）との連携

就労希望者と公共職業安定所（ハローワー
ク）等の関係機関との連携強化を図る。

障がい者福
祉課

就労希望者と公共職業安定所（ハロー
ワーク）等の関係機関との連携強化を
図った。

４市町２町障がい者職業紹介状況
新規求職申込件数1,015件
紹介件数1,982件
就職件数450件

継続

市内企業にお
ける障がい者
雇用の促進

公共職業安定所（ハローワーク）等の就労
関係機関からの情報をもとに障がい者雇用
率未達企業数を把握し、未達企業の減少の
ための啓発活動を実施する。

障がい者福
祉課

公共職業安定所（ハローワーク）等の
就労関係機関からの情報をもとに障が
い者雇用率未達企業数を把握し、未達
企業の減少のための啓発活動を実施
した。

障がい者雇用率未達企業、ゼロ企業等
を訪問し、制度説明やハローワークが
行える支援の説明を行う。
障がい者雇用率未達企業2,209件（県
内）

継続
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⑦ 障がい者就労施設からの物品調達の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がい者就労
施設等からの
物品調達の推
進

「久喜市における障がい者就労施設等から
の物品等の調達方針」に基づき、障がい者
就労施設から優先的に物品を購入する。

障がい者福
祉課

「久喜市における障がい者就労施設等
からの物品等の調達方針」に基づき、
障がい者就労施設から優先的に物品
を購入した。

物品購入1,749,550円
役務提供515,348円

継続

障がい者就労
施設等への物
品販売の支援

事業所と協力し、職員販売やアンテナショッ
プの設置等、新たな販路の確保を行う。

障がい者福
祉課

事業所と協力し、職員販売やアンテナ
ショップの設置等、新たな販路の確保を
行った。

アリオ鷲宮にて自主製品の販売等を２
日間行った。

継続

⑧ その他の就労に関する支援

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就職支度金支
給事業

就労移行等の訓練を終了し、就職や自営に
より自立する障がい者へ、就職支度金を支
給する。

障がい者福
祉課

就労移行等の訓練を終了し、就職や自
営により自立する障がい者へ、就職支
度金を支給した。

支給人数　3人 継続

更生訓練費支
給事業

就労移行支援等を利用している障がい者
へ、訓練及び通所のための経費を支給す
る。

障がい者福
祉課

就労移行支援等を利用している障がい
者へ、訓練及び通所のための経費を支
給した。

支給件数　727件
支給人数　94人

継続

知的障がい者
職親制度の促
進

知的障がい者の自立更生を図るため、知的
障がい者を職親に預け、生活指導や技能習
得訓練等を行い、就労に必要なことを身に
つけることにより、雇用の促進と職場の定着
を図る。

障がい者福
祉課

知的障がい者の自立更生を図るため、
知的障がい者を職親に預け、生活指導
や技能習得訓練等を行い、就労に必要
なことを身につけることにより、雇用の
促進と職場の定着を図った。

支給人数　2人 継続



分    野 ４　保健・医療
施策の柱 （１）保健活動の推進

①健康づくりの推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

母子保健事業
の充実

母子の健全育成を推進するため、母子保健
事業の充実を図るとともに、乳幼児健康診
査の結果、発達上経過観察と判定された乳
幼児やその保護者に対する事後指導事業
を実施する。

こども家庭
保健課

母子訪問事業
４か月児、１０か月児、１歳６か月児、３
歳児健康診査
１歳６か月児継続相談
ことばの相談

母子訪問指導事業1845件
乳幼児健康診査事業3,208人
乳幼児発達相談108組
1歳6か月児健診継続相談137組
ことばの相談234組

継続

地域保健課

特定健康診査等により、健診結果に基
づき、生活習慣病（特にメタボリックシン
ドローム）の該当者・予備群を早期に発
見し、生活習慣改善のための適切な事
後指導を実施した。

特定健康診査（生活保護受給者等）116
人
各種がん検診（胃・肺・大腸・乳・子宮・
前立腺）　40,599人
肝炎ウイルス検診　885人
結核健康診断　12人

継続

国民健康保
険課

・国民健康保険被保険者の内、４０～７
４歳の方に対し、特定健康診査を実施
した。
・国民健康保険被保険者の内、メタボ
リックシンドロームのリスクが高いと判
定された方に対し、特定保健指導を実
施した。
・後期高齢者医療被保険者に対し、後
期高齢者健康診査を実施した。
・国民健康保険及び後期高齢者医療の
被保険者の内、人間ドック又は脳ドック
を受診した方に対し、検診費用の助成
を実施した。

特定健康診査受診者数8,602人
特定保健指導実施者数190人
国保人間ドック等助成件数1,273人
後期高齢者健康診査受診者数9,733人
後期人間ドック等助成件数626人

継続

成人健康診査
事業の充実

特定健康診査等により、健診結果に基づ
き、生活習慣病（特にメタボリックシンドロー
ム）の該当者・予備群を早期に発見し、生活
習慣改善のための適切な事後指導を実施
する。また、後期高齢者医療健康診査等に
より、生活習慣病を早期発見し、疾病予防、
重症化を予防する。
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健康教育及び
健康相談の充
実

健康増進や生活習慣病の予防に関する情
報の提供や正しい知識の普及を図り、健康
づくりを支援するため、健康教育や健康相
談の充実を図る。

地域保健課

健康増進や生活習慣病の予防に関す
る情報の提供や正しい知識の普及を図
り、健康づくりを支援するため、健康教
育や健康相談の充実を図った。

健康教育　1,411人
健康相談　1,284人
コバトンALKOOマイレージ事業加者数
1,252人

継続

訪問指導の充
実

健康保持・増進のため、保健師、栄養士等
による訪問指導の充実を図るとともに、対象
者を把握するため、関係機関との連携を図
る。

地域保健課

健康保持・増進のため、保健師、栄養
士等による訪問指導の充実を図るとと
もに、対象者を把握するため、関係機
関との連携を図った。

訪問指導　65件 継続

インフルエンザ
及び新型コロナ
ウイルス予防の
促進

65歳以上の方に加え、60歳以上65歳未満で
心臓、腎臓もしくは呼吸器の機能又はヒト免
疫不全ウイルスによる免疫機能の障がいを
有する方（身体障害者手帳1級相当）に対
し、インフルエンザ及び新型コロナウイルス
の予防接種を実施する。

地域保健課

令和6年10月1日～令和7年1月31日ま
で、65歳以上の方及び60歳以上65歳
未満で心臓、腎臓もしくは呼吸器の機
能又はヒト免疫不全ウイルスによる免
疫機能の障がいを有する方（身体障害
者手帳1級相当）を対象に定期予防接
種を実施した。

高齢者インフルエンザ予防接種
接種者数：23,065人

新型コロナウイルスワクチン感染症予
防接種
接種者数：8,368人

継続

②精神保健活動の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

心の健康づくり
の推進

心の健康に関する講演会の開催や啓発用
冊子の配布等により、心の健康づくりの啓
発に努める。

地域保健課 こころの健康講座を実施した。 こころの健康講座　64人 継続



精神保健相談
の充実
関係機関との
連携

障がい者福
祉課

実施なし 継続

地域保健課 実施なし 継続

障がい者福
祉課

統合失調症家族会2回
ペアレントメンター3回

継続

地域保健課
家族会の活動に関する情報をパンフ
レット、チラシ等で紹介した。

継続

障がい者福
祉課

精神障がい者の社会復帰に向け、地域
移行支援、地域定着支援による個別指
導を充実させるとともに、関係機関との
連携を図りながら、地域移行・地域生活
を可能とする地域の受け皿整備につい
ても検討した。

相談依頼等に応じ、適宜実施 継続

地域保健課
精神保健福祉士による、こころの健康
相談、保健師の面談、訪問指導、電話
相談等を実施した。

心の健康相談　26人
面談　45人
訪問指導　65件
電話相談　421件

継続

高次脳機能障
がいピアカウン
セリング事業の
推進

高次脳機能障がい者及びその家族等の相
互援助や相談・交流活動を推進する。

障がい者福
祉課

地域相談会の開催について関係機関
を通じての周知や、窓口にチラシを配
架し周知を行った。

地域相談会の開催について関係機関
を通じての周知や、窓口にチラシを配
架し周知を行った。

継続

啓発活動の推
進

高次脳機能障がいや難病のある方につい
て、市民の理解が深まるよう、広報くきや市
ホームページなどで、周知・啓発を行う。

障がい者福
祉課

市ホームページで、周知・啓発を行っ
た。

市ホームページにて「高次脳機能障が
いへの支援」のページを新設し周知・啓
発を行った。

継続

地域移行支援
の促進
地域定着支援
の促進
医療機関・地域
活動支援セン
ター及び保健所
等との連携促

２　地域生活支援 （６）自立支援の推進 ②サービス利用提供体制の強化 へ記載

２　地域生活支援 （６）自立支援の推進 ②サービス利用提供体制の強化 へ記載

地域活動支援
センターⅢ型利
用者への支援

保健師、栄養士等が利用者に対する健康教
育、健康相談を実施する。

保健師、栄養士等が利用者に対する健
康教育、健康相談を実施する。

２　地域生活支援 （６）自立支援の推進③精神障がい者の地域移行・定着の促進 へ記載

２　地域生活支援 （６）自立支援の推進③精神障がい者の地域移行・定着の促進 へ記載

精神障がい者
家族会等への
支援

家族会等の活動に関する情報提供を行うと
ともに、家族会等に対して支援を実施する。

精神障がい者
の社会復帰相
談支援の推進

精神障がい者の社会復帰に向け、地域移行
支援、地域定着支援による個別指導を充実
させるとともに、関係機関との連携を図りな
がら、地域移行・地域生活を可能とする地域
の受け皿整備についても検討する。

２　地域生活支援 （６）自立支援の推進③精神障がい者の地域移行・定着の促進 へ記載

家族会等の活動に関する情報提供を
行うとともに、家族会等に対して支援を
実施した。
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分    野 ４　保健・医療
施策の柱 （２）療育体制の充実

①障がいの早期発見体制の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

妊婦健康診査
の充実

妊産婦の健康管理の向上を図るため、妊産
婦健康診査の助成券を交付し、受診を促進
する。

こども家庭
保健課

母子健康手帳及び妊産婦健康診査助
成券を交付した。

受診者数721人 継続

乳幼児健康診
査の充実

４か月児、10か月児、1歳6か月児、3歳児を
対象に健康診査を行い、異常の早期発見と
ともに、適切な事後指導を実施する。

こども家庭
保健課

４か月児、10か月児、1歳6か月児、3歳
児を対象に健康診査を行い、異常の早
期発見とともに、適切な事後指導を実
施した。

受診者数3,208人 継続

母子訪問指導
の充実

訪問指導が必要な未熟児・新生児・乳幼児・
妊産婦等を対象に、助産師、保健師が訪問
し、発育・発達の確認、育児相談等を実施す
る。

こども家庭
保健課

訪問指導が必要な未熟児・新生児・乳
幼児・妊産婦等を対象に、助産師、保
健師が訪問し、発育・発達の確認、育
児相談等を実施した。

訪問件数1,845件 継続

②地域療育システムの充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

発育発達相談
事業の充実

乳幼児健康診査等において、経過観察が必
要とされた乳幼児とその保護者に対し、相
談・教室事業の利用を促し、適切な助言・指
導を行うとともに、必要に応じ、関係機関と
連携し、適切な支援を実施する。

こども家庭
保健課

乳幼児健康診査等において、経過観察
が必要とされた乳幼児とその保護者に
対し、相談・教室事業の利用を促し、適
切な助言・指導を行うとともに、必要に
応じ、関係機関と連携し、適切な支援を
実施した。

乳幼児発達相談108組
1歳6か月児健診継続相談137組
ことばの相談234組

継続



障がい者福
祉課

県主催「発達支援マネージャー研修」
「発達支援サポーター研修」に参加し
た。

県主催「発達支援マネージャー研修」
「発達支援サポーター研修」に参加し
た。
延べ受講者数　47人

継続

こども家庭
保健課

発達障がいに関する研修に参加した。 発達障がいアセスメント研修　３名 継続

保育幼稚園
課

臨床心理士からの指導を受けるほか、
官民主催の発達支援に係る研修に参
加した。

臨床心理士による指導回数
【公立保育園】8回
【公立幼稚園2回

発達支援に係る研修参加回数
【公立保育園】19回
【公立幼稚園】27回

継続

こども育成
課

放課後児童クラブにおいて、発達障が
い児に対し適切な対応が行えるよう、
関係職員に対し、啓発活動や研修参加
を促すとともに、関係機関との連携を強
化した。

県・各種団体・関係機関等から研修等
の案内があった際に、各放課後児童ク
ラブ事業者に対し、情報提供を行い、
職員及び支援員の参加を促した。

継続

障がい児等療
育支援事業の
充実

在宅の重症心身障がい児（者）、知的障が
い児（者）、身体障がい児（者）の地域におけ
る生活を支えるため、身近な地域で療育指
導等が受けられる療育機能の充実を図るた
めに行う障がい児等療育支援事業（県事
業）を促進する。

障がい者福
祉課

在宅の重症心身障がい児（者）、知的
障がい児（者）、身体障がい児（者）の
地域における生活を支えるため、身近
な地域で療育指導等が受けられる療育
機能の充実を図るために行う障がい児
等療育支援事業（県事業）を促進した。

延べ訪問件数 135件 継続

おもちゃ図書館
の充実

障がいや発達に心配のある児童に遊び場を
提供し、おもちゃを使って、それぞれの児童
が持っている機能の発達を促すとともに、お
もちゃ図書館相談員による子育て相談によ
り、保護者の不安等の軽減を図る。

こども家庭
保健課

障がいや発達に心配のある児童に遊
び場を提供し、おもちゃを使って、それ
ぞれの児童が持っている機能の発達を
促すとともに、おもちゃ図書館相談員に
よる子育て相談により、保護者の不安
等の軽減を図った。

延べ利用者数554人
相談件数206件

継続

ことばのグルー
プの充実

就学前児童のうち、発達に心配のある児童
とその保護者に対し、言語聴覚士による助
言・指導を実施する。

こども家庭
保健課

就学前児童のうち、発達に心配のある
児童とその保護者に対し、言語聴覚士
による助言・指導を実施した。

実施回数11回
延べ参加人数35人

継続

ことばのグルー
プ保護者指導
の充実

発達に心配のある児童の保護者に対し、言
語聴覚士による助言・指導を実施する。

こども家庭
保健課

発達に心配のある児童の保護者に対
し、言語聴覚士による助言・指導を実施
した。

実施回数6回
延べ参加人数21人

継続

家庭児童相談
室の充実

家庭児童の養育に関することや発達に関す
る相談を受け、必要に応じて専門機関の紹
介を行うとともに、本庁舎に家庭児童相談員
を配置する。

こども家庭
保健課

本庁舎に家庭児童相談員を配置し、こ
どもの養育に関することや発達などに
関する相談を受け、必要に応じて専門
機関の紹介を行った。

相談件数1,218件 継続

発達障がい児
対策の充実

発達障がいについて、市民や関係機関が正
しく理解し、適切な対応を行うために、啓発
活動や関係職員の積極的な研修参加を行う
とともに、関係機関との連携を強化する。
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児童館の運営
の充実

障がい児の事業への参加の受け入れを推
進し、障がいのある子どももない子どもも一
緒に交流できる事業を実施する。

こども育成
課

放課後児童クラブにおいて、発達障が
い児に対し適切な対応が行えるよう、
関係職員に対し、啓発活動や研修参加
を促すとともに、関係機関との連携を強
化した。

県・各種団体・関係機関等から研修等
の案内があった際に、各放課後児童ク
ラブ事業者に対し、情報提供を行い、
職員及び支援員の参加を促した。

継続

久喜市面接相
談室の充実

市内小・中学校の教職員が学校生活や就学
等に関して教育相談にあたり、継続的な相
談体制の充実を図る。

指導課

原則隔週水曜日の午後に中央幼稚園
にて、就学やことばについての教育相
談を保護者、就学児、児童生徒に対し
て行った。

年間１３回実施し、のべ５０人の相談を
実施した。

継続

③発達障がいのある子どもへの支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

療育支援体制
の整備

地域で安心して暮らせるよう、医療・保健・福
祉分野における関係機関ネットワークを構
築し、地域内の療育支援体制を整備する。

障がい者福
祉課

地域で安心して暮らせるよう、医療・保
健・福祉分野における関係機関ネット
ワークを構築し、地域内の療育支援体
制を整備した。

・久喜市自立支援協議会こども部会
　12回開催
・発達障がいを考える講演会
　1回開催

継続

サポート手帳の
配布

乳幼児から成人期に至るまで一貫した支援
を行うため、埼玉県で作成したサポート手帳
を市窓口で希望者に配布する。

障がい者福
祉課

市窓口で希望者に配布した。

障がい者福祉課、各行政センター福祉
係、こども家庭保健課、保健センター、
教育委員会指導課にて、32名に配布し
た。

継続



分    野 ４　保健・医療
施策の柱 （３）保健医療体制の充実

①医療給付等の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

重度心身障害
者医療費助成
制度の推進

重度障がい者等を対象に、経済的負担を軽
減するため、医療機関等で保険診療を受け
たとき、その医療費の一部を助成する。

障がい者福
祉課

重度障がい者（身体障害者手帳1・2・3
級、療育手帳○Ａ・Ａ・Ｂ、精神障害者
保健福祉手帳1級、65歳以上で高齢者
の医療の確保に関する法律施行令別
表各号に掲げる障がいに該当する方）
を対象に医療機関等で保険診療を受
けたとき、その医療費の一部負担金を
支給した。

受給者数2,710人
総支給件数69,994件

継続

障がい者福
祉課

医療費のみの負担に着目した精神通
院医療と、所得のみに着目した更生医
療・育成医療の3つの医療制度を、医療
費と所得の双方に着目した負担の仕組
みに統合した、障害者総合支援法にお
ける医療費助成制度を推進した。
※原則1割負担（負担軽減措置あり）

・精神通院医療 4847人
・更生医療    456人
・育成医療    45人

継続

子育て支援
課

　身体に障がい等があって手術などを
必要とする児童に対して、その身体の
障がい等を除去、軽減するために必要
な医療費の一部を支給することによっ
て、児童の福祉の増進を図った。
　なお、対象としては、身体に障がいの
ある又はそのまま放置すると将来障が
いを残すと認められる疾患があり、指
定医療機関において確実な治療効果
が期待できる医療を受ける18歳未満の
児童。

手術等により、確実な治療効果が期待
できる治療に要する医療費等の一部を
助成したことで、児童福祉の増進を図っ
た。
・交付人数　45人
・給付件数　145件

継続

子ども医療費の
充実

医療機関等で保険診療を受けたとき、入院
及び通院については、満18歳となる年度の
末日までの児童・生徒に対し、その医療費
の一部を助成する。

子育て支援
課

　こどもが必要とする医療を容易に受け
られるようにするため、保護者の経済
的負担を軽減し、こどもの保健の向上
と福祉の増進を図った。
　なお、対象は満18歳に達する日の属
する年度の末日までの児童。

保険診療に係る医療費の一部負担金
から高額療養費、付加給付金を控除
し、入院時食事療養標準負担額を加算
した額を支給したことにより、こどもの健
康保持と保護者の経済的負担の軽減
に寄与できた。
・支給件数　285,693件

継続

自立支援医療
の推進

心身の障がいを除去・軽減するための医療
に係る医療費の自己負担額を軽減する公費
負担医療制度を推進する。
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②医療体制の整備

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

日曜日・祝日・年末年始の午前（９時から12
時）に初期救急医療を提供する。

健康医療課
内科診療・小児科診療をそれぞれ市内
医療機関に委託し、初期救急医療体制
を整備、提供した。

診療回数142回
受診者数2707人

継続

東部北地区において、第二次救急医療に関
する協議及び医療機関への補助を実施す
る。
また、第二次救急における広域的救急医療
体制の充実を図る。

健康医療課

東部北地区において、第二次救急医療
に関する協議及び医療機関への補助
を実施した。
また、第二次救急における広域的救急
医療体制の充実を図った。

地域医療対策事業として
12,055,000円の補助を行った。
（東部北地区病院群輪番制病院運営費
等負担金）

継続

障がい者・児歯
科保健・歯科診
療の相談支援
等

障がい者・児歯科保健・歯科診療に関する
相談支援及び情報提供を行う。

障がい者福
祉課

個々の相談に応じ、支援可能な医療機
関等の紹介や支援介入した。

相談時に随時実施。 継続

③福祉・保健・医療の連携促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

福祉・保健・医
療の連携のた
めの環境づくり

福祉・保健・医療の連携を図りつつ、適切に
役割分担をしながら、サービスを総合的か
つ効果的に提供する体制整備を進める。

関係各課
各機関との連絡・調整機能の充実に努
めた。

各機関との連絡・調整機能の充実に努
めた。

継続

初期及び第二
次救急医療体
制の整備



分    野 ５　教育・保育
施策の柱 （１）特別支援教育の充実

①特別支援教育の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

個別指導の充
実

特別支援学級や通常の学級に在籍する児
童生徒の発達に応じた教育支援プランの作
成と、それに基づいた教育活動を実施する。

指導課
配慮を要する児童生徒に対し、教育支
援プランの作成し、個別の計画に沿っ
て指導支援を行った。

特別支援学級在籍４１５人、通級指導
教室通級２３５人、全児童生徒に対し、
教育支援プランを作成し、指導した。

継続

通級指導教室
の充実

通常の学級に在籍し、ことばやきこえに心配
のある児童や、コミュニケーションや対人関
係等が苦手な児童・生徒を対象に、個別の
指導を行う。

指導課
配慮を要する児童生徒に対し、学びの
場として通級指導教室を設置し、個別
の指導を行った。

ことばの教室３校６教室、情緒の教室３
校４教室、合計１０教室を設置し、２３５
人の指導にあたった。

拡大
鷲宮西小中学校に新たにことばの教室
を増設し、支援のさらなる充実を図る。

交流及び共同
学習の推進

特別支援学級に在籍する児童・生徒の教育
的ニーズに応じて、通常の学級における交
流及び共同学習を実施する。
特別支援学校等の児童・生徒と居住地の学
校の児童・生徒がとともに学ぶ支援籍学習
を実施する。

指導課
通常学級、特別支援学級、特別支援学
校など学びの場の垣根を越えて、交流
や学習をした。

市内全特別支援学級に在籍している児
童生徒が週１時間以上の交流及び共
同学習を実施した。
２４名の特別支援学校児童生徒が支援
籍学習を実施した。

継続

支援体制の整
備・充実

特別の教育的支援を必要とする児童・生徒
への個別の支援を充実する。心理専門員等
が学校を訪問し、特別な教育的支援を要す
る児童・生徒への効果的な指導・支援につ
いて助言する。
面接相談室において、市内在学児童・生徒
や就学児の就学に係る相談を実施する。

指導課
心理専門員や特別支援教育支援員が
市内小中学校を巡回し、効果的な指
導・支援のための助言を行った。

市内３１校の通常学級に対して、心理
専門員が巡回へ行き、助言を行った。
また市内３１校の特別支援学級に対し
て、特別支援教育支援員が巡回へ行
き、助言を行った。

継続

特別支援学校
と通常の学校と
の交流の促進

通常の学校とイベント等での交流を行い、と
もに社会の一員として支えあう認識の醸成
を図る。

関係各課 特別支援学校との交流を行った。
清久小学校で年間１回交流会を実施し
た。

継続
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②インクルーシブ教育体制の整備・充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

インクルーシブ
教育体制の整
備・充実

障がいのある幼児・児童・生徒と障がいのな
い幼児・児童・生徒が同じ場で共に学ぶこと
を追求するとともに、個別の教育的ニーズの
ある子どもに対し、的確な指導が提供できる
よう、小・中学校における通常の学級、通級
による指導、特別支援学級、特別支援学校
の連続性のある「多様な学びの場」の整備・
充実を図る。

指導課

障がいのある幼児・児童・生徒と障がい
のない幼児・児童・生徒が同じ場で学
びを行うことができるよう、ユニバーサ
ルデザインを用いた授業を推進した。ま
た、交流や共同学習、支援籍学習な
ど、同じ場で学ぶ環境を整備する。通
級指導教室を整備し、同じ場で学ぶた
めの素地を育成した。

市内全小中学校において、ユニバーサ
ルデザインの視点を取り入れた教室環
境、常行のためのヒントとして、「ユニ
バーサルデザインチェックリスト」を配布
した。市内全小中学校において特別支
援学級の設置、ことばの教室３校６教
室、情緒の教室３校４教室を設置した。

継続

③学校施設の整備

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

学校施設の整
備

教育施設を建設する際には、全ての人に
とって利用しやすい施設となるよう配慮し、
整備を推進する。

学校施設課
学校等の増改築にあたって、ユニバー
サルデザインを取り入れた設計・施工
を実施した。

スロープや手摺の設置、トイレの洋式
化などを実施した。
9件

継続

④障がい児保育の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

保育の充実
保育の必要性があり、集団保育が可能な心
身に障がいのある児童を受け入れ、障がい
のない児童とともに保育を実施する。

保育幼稚園
課

保育園・幼稚園にて障がいのある児童
を受け入れるとともに適切な保育環境
を整備し、インクルーシブ保育を実施し
た。

受け入れ人数
【公立保育園】17人
【公立幼稚園】28人

継続

親子登園の充
実

「久喜市立のぞみ園」において親子登園を
実施し、在宅の障がいのある児童とその保
護者が「のぞみ園」の活動に参加し、遊びや
子どもへの係わり方を学ぶとともに、親同士
の交流を図る。

障がい者福
祉課

グループ親子登園を実施し、登園日に
就学のことや子どもへの関わりで困っ
ていることなどをテーマにした意見交換
を行った。

グループ親子登園　7回実施 継続

保育幼稚園
課

公立幼稚園にて入園を希望する児童に
対して、適切に補助教員を加配した。

加配人数　14名 継続

教育総務課
令和６年度から保育幼稚園課に補助執
行している。

- 廃止
令和６年度から保育幼稚園課に補助執
行しているため。

幼稚園の受け
入れ条件の整
備

補助教員を加配し、障がい等のある子ども
の教育の充実を図る。



⑤障がい児の適正な就学支援・相談の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

就学支援の充
実

障がい児就学支援委員会を中心に、児童・
生徒の状況や発達の段階に応じて適切な
就学支援を推進する。

指導課
児童生徒の適切な就学支援のため、障
がい児就学支援委員会を実施した。

年４回実施した。３９２人の審議を行
い、適切な就学支援を推進した。

継続

相談体制の充
実

心理専門員、スクールソーシャルワーカーを
配置し、関係機関が連携した個別の就学相
談や教育相談を通して、適切な就学支援を
行う。

指導課
保護者、教職員等からの相談に応じ、
児童生徒の発達の特性に応じた適切
な支援を行った。

心理専門員２名による市内全小中学校
への訪問、保護者、教職員等との面談
を実施した。
スクールソーシャルワーカー２名（県
費・市費）による年３回の学校訪問と、
保護者、教職員等との面談の実施を実
施した。

拡大

勤務日数を拡充させることで、相談件
数を増加させ、支援につなげることを目
的とする。
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分    野 ６　生涯学習・スポーツ・文化活動
施策の柱 （１）生涯学習・スポーツ・文化活動の振興

①生涯学習の振興

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

生涯学習推進
大会の実施

久喜市生涯学習推進大会「まなびすと久
喜」の実施にあたり、手話通訳者を配置する
などし、聴覚障がい者も参加しやすい大会
を実施する。

生涯学習課

　久喜市生涯学習推進大会「まなびす
と久喜」を生涯学習施設「まなびすポッ
と」にて開催し、各種イベントや発表会
を実施した。
　開会式では、手話サークルに依頼し
て手話通訳者を配置した。

・参加延べ人数
約900人

継続

「まなびすと久
喜」を活用した
インクルーシブ
教育の推進

特別支援学校と放課後子ども教室（ゆうゆう
プラザ）との共同発表を促進し、インクルー
シブ教育の推進及びサポーターなどの育成
を図る。

生涯学習課

　久喜市生涯学習推進大会「まなびす
と久喜」を生涯学習施設「まなびすポッ
と」にて開催し、各種イベントや発表会
を実施した。
　イベント出店では、久喜市手話サーク
ルが「手話体験」、社会福祉法人 啓和
会と社会福祉法人 和幸会 幸手学園が
「物品販売」、県立久喜特別支援学校
が「高等部作業作品展示」のブースを
出店した。

・参加延べ人数
約900人

継続

在宅障がい者
社会活動等支
援

障がい者の社会参加及び自立を促進する
ため、情報の収集及びコミュニケーションを
図る上で有力な手段であるパソコンを利用
し、インターネット等を体験する機会を提供
する。

障がい者福
祉課

障がい者パソコン講座を実施する。 参加希望者なし 継続



②スポーツ・レクリエーションの振興

事業名 内　容 所管課等 内容 進捗状況 方向性
理由

（方向性で「継続」以外を選択した場合、記入し
てください。）

パラスポーツの
促進

障がいの有無に関わらず誰でも参加できる
スポーツイベント等を開催するなど、パラス
ポーツ活動の拡大に努めるとともに、相互
理解を深め支えあう地域づくりにつなげる。

スポーツ振
興課

パラスポーツ活動の拡大および相互理
解を深め支えあう地域づくりにつなげる
ため、障がいの有無に関わらず誰でも
参加できるスポーツイベントを開催し
た。

【ふれあいスポレク・フェスタ】
開催日：令和6年12月16日（月）
内容：久喜特別支援学校においてカ
ローリングなどのニュースポーツ体験
会を実施
参加者数：31人
【健幸・スポーツフェスタKUKI in アリオ
鷲宮】
開催日：令和6年11月24日（日）
内容：アリオ鷲宮館内外においてモルッ
クなどの誰でも参加できるスポーツ体
験会を実施
参加者数：延べ500人
【健幸・スポーツフェスタKUKI】
開催日：令和6年12月22日（日）
内容：毎日興業アリーナ久喜メインア
リーナにおいて20を超えるスポーツ・健
康ブースを展開
参加者数：延べ2,917人

継続

パラスポーツの
支援

パラスポーツ競技活動を支援するため、活
動場所の提供や広報紙の掲載、指導者及
びボランティアの育成に努める。

スポーツ振
興課

パラスポーツ競技活動を支援するた
め、活動場所の提供や広報紙の掲載、
指導者及びボランティアの育成を実施
した。

【スペシャルオリンピックス日本・埼玉設
立20周年記念大会（フロアボール、卓
球、バスケットボール】
開催日：6/1、2、9/21、22、11/9、10
参加者数：延べ600名

継続

競技スポーツ団
体の育成・支援

久喜市スポーツ協会加盟団体や障がい者
団体等における取組実態を把握するととも
に、広報などでの紹介を通じ、パラスポーツ
団体や指導者、ボランティアの育成・支援に
努める。

スポーツ振
興課

久喜市スポーツ協会加盟団体や障が
い者団体等における取組実態を把握す
るとともに、広報などでの紹介を通じ、
パラスポーツ団体や指導者、ボランティ
アの育成・支援を実施した。

【スペシャルオリンピックス日本・埼玉設
立20周年記念大会（フロアボール、卓
球、バスケットボール】
開催日：6/1、2、9/21、22、11/9、10
参加者数：延べ600名

継続

フレンドシップ学
級の実施

就労している知的障がい者の余暇活動を支
援するとともに、相互の交流を深め、自主的
な社会参加の促進を図る。

障がい者福
祉課

就労している知的障がい者の余暇活動
を支援するとともに、相互の交流を深
め、自主的な社会参加の促進を図っ
た。

5月、6月、9月、10月、11月、2月、3月の
計7回活動した。

継続
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③芸術文化活動の振興

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

芸術活動の振
興

久喜市障害者団体連絡会の構成団体等に
より、市内障がい者団体や施設で制作され
た作品を公共施設等に展示することで、ノー
マライゼーションの普及を推進する。

障がい者福
祉課

市役所庁舎にて作品展示を実施した。 年2回（6月、11月） 継続



分    野 ７　生活環境
施策の柱 （１）バリアフリー・ユニバーサルデザインのまちづくり

①公共施設のバリアフリー化の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

障がいに配慮
した公共施設
の普及促進

公共施設を新たに整備する際は、誰も
が使いやすいようなユニバーサルデザ
インの視点を踏まえ、障がいのある人や
高齢者等、全ての人にとって利用しやす
い施設づくりを促進する。また、既存施
設を改修する場合もバリアフリー化を推
進する。

関係各課
（アセットマ
ネジメント
推進課）

桜田コミュニティセンター及び屋内
型こどもの遊び場（あそびのにわ）
の整備に当たり、関係各課と連携を
図りながらバリアフリー化工事を
行った。

(1)久喜市桜田コミュニティセンター
内視覚障害者誘導用ブロック設置
工事
　施工内容：点状ブロック106枚、線
状ブロック188枚
(2)久喜市桜田コミュニティセンター
入口前共用部視覚障害者誘導用ブ
ロック設置工事
　施工内容：点字鋲（線状）55か所、
点字鋲（点状）23か所
(3)久喜市屋内型こどもの遊び場入
口前共用部視覚障がい者用誘導ブ
ロック設置工事
　施工内容：点字鋲（線状）4か所、
点字鋲（点状）8か所
(4)久喜市屋内型こどもの遊び場内
視覚障がい者用誘導ブロック設置
工事
　施工内容：視覚障がい者歩行誘
導ソフトマット約10m、点状ブロック6
枚

縮小

当該施設は令和6年10月24日に
オープンしており、大部分のバリア
フリー化は終えているため、「縮小」
とした。（次年度以降は、センター内
に点字案内板を新設することについ
て検討）

公園の整備

都市公園に障がい者用トイレの設置を
進めるとともに、階段等のある箇所にス
ロープを設置し、段差を解消するなどの
バリアフリー化を推進する。
障がいのある子もない子も一緒に遊べ
るインクルーシブ遊具の整備を推進す
る。

公園緑地
課

砂畑公園の出入り口等について、
埼玉県福祉のまちづくり条例に基づ
いた設計を行い、整備を完了した。

公園の出入り口をスロープ状に整
備
１件（出入口２か所）

継続
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②民間施設のバリアフリー化の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

民間施設のユ
ニバーサルデ
ザイン・バリア
フリー化の促
進

民間の施設において、施設の老朽化に
伴う建て直しや新たな施設を設置する
場合には、ユニバーサルデザインの考
え方を取り入れた設置を促進する。

関係各課

民間施設の建て替えや新設の際
に、ユニバーサルデザインの考え方
を取り入入れた設置を提案してい
く。

提案件数0件 継続

民間施設バリ
アフリー化支
援事業

集会所及び民間施設のバリアフリー化
を促進する。

障がい者
福祉課

集会所及び民間施設のバリアフ
リー化を促進した。

交付件数　2件 継続

③バリアフリー化の実態調査の実施

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

バリアフリー
化の実態調査
の実施

市におけるバリアフリー化の状況把握の
ため、関係団体等による公共施設や避
難場所、民間施設等の定期的な実態調
査を促進する。

関係各課
新設の公共施設のバリアフリー化
について当事者団体に意見を聞い
た。

点字ブロックの設置について、視覚
障がい者に直接話を聞くなどした。

継続

④交通バリアフリー化の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

ノンステップバ
ス導入促進

高齢者、身体障がい者等の路線バス利
用の利便性を向上し、市民の路線バス
の利用を促進するため、超低床ノンス
テップバスの導入促進事業を行う路線
バス事業者に対し、予算の範囲内で補
助金を交付し、市内を走行する路線バ
スのバリアフリー化を促進する。

交通住宅
課

対象事業者がいなかったため、実
施なし。

0件 継続

道路建設
課

なし なし 継続

段差解消や視覚障がい者誘導用ブ
ロックについては必要に応じ設置し
ており、令和6年度は対象事業ない
が、引き続き推進するため継続とし
た。

道路維持
課

道路パトロールや住民からの連絡
で段差解消や視覚障がい者誘導用
ブロックの維持管理を行った。

段差解消：22件
視覚障がい者誘導用ブロック維持
管理：5件

継続

道路新設改
良・維持管理
事業の推進

道路の新設改良・維持管理にあたって
は、段差解消や視覚障がい者誘導用ブ
ロックの設置を推進する。



障がい者
福祉課

0件 継続

交通住宅
課

0件 継続

障がい者
福祉課

市内各駅前広場において、バリアフ
リー化施設の整備を推進するととも
に、市が管理するエレベーター・エ
スカレーターの保守・点検、視覚障
がい者誘導用ブロックの維持管理
など、適正な管理を実施した。

視覚障がい者音声誘導装置の保
守・点検を実施

継続

都市整備
課

市が管理するエレベーター・エスカ
レーターの保守点検を実施するとと
もに、グラつきの生じた視覚障がい
者誘導用ブロックの修繕を実施し
た。

鷲宮駅東口駅前における視覚障が
い者誘導用ブロックの修繕　1件

継続

交通バリアフ
リーに関する
障がい者の
ニーズの把握

障がい者の交通機関、関連施設等の改
善点についてのニーズを把握し、関係
各課や関係機関に対し、交通バリアフ
リーに関する要請等を実施する。

障がい者
福祉課

障がい者の交通機関、関連施設等
の改善点についてのニーズを把握
し、関係各課や関係機関に対し、交
通バリアフリーに関する要請等を実
施する。

0件 継続

⑤カラーユニバーサルデザイン化の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

カラーユニバー
サルデザイン化
の推進

市ホームページや広報くき、教育現場での
黒板利用等に関し、色覚障がいのある人に
配慮した、誰でも識別しやすい配色、採光の
工夫等を実施する。

関係各課

市ホームページでの配色の工夫や
広報くき等の文字の識別明確化を
行っている。（シティセールス課）

色覚障がいのある人に配慮した配
色や採光の工夫等を実施する。（指
導課）

市ホームページでは、テキストに使
用できる色をシステム上の制限で視
認しやすい色に限定しているほか、
バナー等もコントラスト比等を意識し
て作成している。広報くきにおいて
も、色覚障がいのある方を意識した
配色・コントラスト比を心がけて編集
している。（シティセールス課）

市内全小中学校にカラーユニバー
サルチョークを周知し、必要に応じ
て活用した。（指導課）

継続

駅前広場の整
備

市内各駅前広場において、バリアフリー
化施設の整備を推進するとともに、市が
管理するエレベーター・エスカレーター
の保守・点検、視覚障がい者誘導用ブ
ロックの維持管理など、適正な管理を実
施する。

音響式信号機について、必要な箇
所への設置を警察に要望する。

障がいに対応
した交通安全
施設の整備の
推進

音響式信号機、エスコートゾーンについ
て、必要な箇所への設置を警察に要望
する。
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⑥住宅のバリアフリー化の推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

重度身体障害
者居宅改善整
備補助事業の
実施

重度身体障がい者の日常生活の環境
改善・介護者の負担軽減及び自立更生
を促進するため、居室・浴室・手洗い等
を障がいに応じて使いやすくする整備費
の一部を補助する。

障がい者
福祉課

重度身体障がい者の日常生活の環
境改善・介護者の負担軽減及び自
立更生を促進するため、居室・浴
室・手洗い等を障がいに応じて使い
やすくする整備費の一部を補助し
た。

利用人数　1件 継続

⑦住民助け合いシステムの推進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

くき元気サー
ビス事業の実
施

元気な高齢者等が支援を必要とする高
齢者や障がい者等を地域で支え、その
対価をポイント化し、地元商店街で使用
できる制度を活用し、商店街の活性化、
担い手の介護予防や健康維持、制度の
谷間にある利用者の住み慣れた地域で
の生活等を支援する。

久喜市社
会福祉協
議会

協力会員の介護予防と、利用会員
の生活支援、地元商店街の活性化
につながる支え合いの仕組みづくり
を推進した。

利用会員735人、協力会員60人（新
規登録6人）、延べ利用時間952時
間、利用回数840回

継続

ふれあい電話
サービス事業
の実施

希望する在宅の高齢者及び介護者を対
象に、ふれあい電話ボランティア講座を
修了したボランティアが電話をかけ交流
を図る。相談がある場合は、専門職と連
携して対応する。

久喜市社
会福祉協
議会

高齢者や介護者の孤立を防ぐ電話
ボランティア活動を推進した。

ボランティア延べ155人　延べ425人
に架電

継続

ふれあい収集
事業の実施

65歳以上の一人暮らしの世帯や、障が
いのある方のみで構成された世帯を対
象に、戸別にごみの収集に伺う。

資源循環
推進課

自らごみ集積所まで家庭ごみを持っ
ていくことが困難な高齢者や障がい
者等の方のみで構成される世帯を
対象に、自宅（門前又は玄関の前）
まで家庭ごみを収集に伺った。

65歳以上の方のみの世帯137世帯
障がいのある方のみの世帯17世帯
その他の世帯56世帯

継続



分    野 ８　安全・安心なまちづくり
施策の柱 （１）防災対策の強化

①情報伝達体制・訓練強化

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

火災予防施策
の充実

福祉施設への防火管理教育の徹底を図る。
また、各該当施設で年２回以上消防訓練を
実施する。

埼玉東部消
防組合

・福祉施設への立入検査の実施
・消防訓練指導

立入検査数　   　7件
消防訓練指導　64回

継続

住宅用火災警
報器取付支援
の推進

65歳以上の方、身体障害者手帳の交付を
受けている方のみで構成されている世帯及
び自ら住宅用火災報知器を設置することが
困難である世帯に取付を支援する。
また、申請があった世帯に、消防職員が住
宅用火災警報器の取付を支援する。
※住宅用火災警報器本体は申請世帯で準
備

埼玉東部消
防組合

住宅防火対策として住宅用火災警報器
の設置支援

取り付け支援なし 継続

メール119・ＮＥ
Ｔ119・ファックス
119通報受診業
務

聴覚に障がいのある方に、火災や救急など
の緊急事態が発生した場合、携帯電話（ス
マートフォンなど）を使用したNET119による
緊急通報体制及び受信体制の充実を図る。

埼玉東部消
防組合

　聴覚や言語に障がいがあるなど、会
話が困難な方がパソコンやスマートフォ
ンのインターネット機能を利用して、火
災や救急などの119番通報が容易に行
えるようＮＥＴ119番緊急通報システム
の利用促進及び維持管理に努めた。

・ＮＥＴ119登録者36人【久喜市の登録
者数】
・ファックス119【全市民通報可能】

継続

②災害時要援護者の避難行動支援

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

自主防災組織
の組織化の促
進と活動の充
実

災害発生時における要援護者の避難行動
を支援する自主防災組織の活動を支援す
る。

危機管理課
防災訓練等を行った自主防災組織に
対し補助金の交付を行った。

・防災訓練実施事業補助金
交付団体　48団体　補助金額1,363,900円
（4地区合計）※要援護者支援の活動項目
がないものも含む。
・自主防災組織設立数（R7.3.31現在）
【173団体】

継続

障がい者意思
表示支援用具
給付の推進

地震などの災害発生時に、聴覚に障がいの
ある方々の援助を必要とする意思表示の支
援に役立つよう、「障がい者意思表示支援
用具（バンダナ）」を聴覚に障がいのある方
や、手話のできる方に配布する。
また、地震などの災害発生時に、視覚に障
がいのある方々の援助を必要とする意思表
示の支援に役立つよう、「障がい者意思表
示支援用具（ビブス）」を視覚に障がいのあ
る方に配布する。

障がい者福
祉課

市ホームページを活用して市民に周知
を行った。
障がい者のための防災の手引きに掲
載し周知を行った。
対象者へは窓口への来庁の際に案内
を行った。

市ホームページにて周知を行った。
改定した障がい者のための防災の手
引きに掲載した。
新規で対象となる方はいなかった。

継続
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障がい者のた
めの防災マニュ
アルの充実

災害に備えた事前の準備と、実際に災害が
起こった場合に障がい者本人とその支援者
がとるべき行動についてまとめた防災マニュ
アルの充実を図る。

障がい者福
祉課

先進自治体の事例を参考に、策定に向
けた研究を進めた。

平成31年3月策定
令和7年3月改定

継続

③福祉避難所の整備

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

福祉避難所の
整備

各施設管理者と協議し、市内の公共施設や
民間福祉施設を災害時の福祉避難所として
指定し、災害時に施設関係者や関係機関・
関係団体と連携して、避難生活を支援する。
また福祉避難所用の備蓄品目等について
検討し、充実させていく。

社会福祉課

・令和７年３月末時点での福祉避難所
は３１か所
・福祉避難所開設訓練の実施
・福祉避難所備蓄品の購入

・10/19、11/2に鷲宮子育て支援セン
ターすまいる、あゆみの郷にて福祉避
難所開設訓練を実施、市職員26名、福
祉避難所施設職員28名参加
・消耗品200,366円、備蓄品143,000円
購入。

継続

④災害時要援護者名簿の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

災害時要援護
者名簿の充実

既存の「災害時要援護者名簿（要援護者見
守り支援登録台帳）」と併せて「避難行動要
支援者名簿」の作成及び整備を行い、その
活用を図る。

社会福祉課

・既存の「災害時要援護者名簿（要援
護者見守り支援登録台帳）」と併せて
「避難行動要支援者名簿」の作成及び
整備の実施
・区長・自主防災組織・民生委員を対象
に、要援護者見守り支援事業に係る合
同研修会を実施

・令和7年3月末時点での障がい者の登
録者数は447人（令和6年度の障がい者
の新規登録者数は23人）
・合同研修会は313人が出席。要援護
者の特徴と支援・配慮について講演を
行い、要援護者ついての理解を深め
た。

継続

個別避難計画
の策定

「避難行動要支援者名簿」及び「災害時要援
護者名簿（要援護者見守り支援登録台帳）」
に基づいた個別避難計画の作成を推進す
る。

社会福祉課
久喜特別支援学校にて教員・PTAに対
し要援護者見守り支援事業・個別避難
計画について説明を行った

要援護者見守り支援事業・個別避難計
画について、教員65名、PTA33名に対
し説明を行った。

継続



分    野 ８　安全・安心なまちづくり
施策の柱 （２）防犯対策の強化

①被害防止・救済の促進

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

消費者救済
障がい者の消費生活相談（トラブルや被害
等）の充実を図る。

市民生活
課

消費生活センターを開設し、商品や契
約、訪問販売などの消費者トラブルに
ついて、専門の消費生活相談員が相談
に応じた。

・開設日数：２４３日
・相談件数：４２５件

継続

消費生活講座
の実施

消費生活に関する啓発講座を開催する。
市民生活
課

消費者問題解決力の強化を目的とし
て、消費生活相談員による消費生活講
座を開催しており、実際の事例を踏ま
えながら、消費生活に関するトラブルを
未然に防ぐ知識などを参加者にお知ら
せした。

・実施回数：５回
・参加者数：約５００人

継続

②成年後見制度の利用支援（再掲）

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

１　権利擁護・障がい理解 （２）権利擁護の推進 ④成年後見制度の利用支援 へ記載
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分    野 ９　情報バリアフリー
施策の柱 （１）情報取得環境の整備

①コミュニケーション支援の充実

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

情報取得スキ
ル向上事業

障がい者の社会参加及び自立を促進するた
め、情報の収集及びコミュニケーションを図
る上で有力な手段であるパソコンやスマート
フォンを利用し、インターネット等を体験する
機会を提供する。

障がい者福
祉課

障がい者スマートフォン講習会の実施
した。

開催日時　　令和6年12月6日（金）、13
日（金）、20日（金）全3回
参加者実人数　　2人

継続

遠隔手話通訳
サービスの実施

手話を必要とする人と市職員の間で、手話
によるコミュニケーションを行う際に、タブ
レット型端末のテレビ電話機能を通じて、手
話通訳者と画面越しに手話通訳を実施す
る。

障がい者福
祉課

来庁した聴覚障がい者に対し、遠隔手
話通訳サービスを実施した。

タブレット通信件数　　77件 継続

手話通訳者派
遣事業

聴覚障がい等のため意思疎通を図ることに
支障がある障がい者等に、手話通訳者の派
遣を実施する。

障がい者福
祉課

久喜市社会福祉協議会に委託し、手話
通訳者の派遣を実施した。

派遣件数　474件 継続

要約筆記者派
遣事業

聴覚障がいのある方や音声言語機能に障
がいのある方等に、要約筆記などの方法で
支援するため、要約筆記者等の派遣を実施
する。

障がい者福
祉課

埼玉聴覚障害者福祉会に委託し、要約
筆記者の派遣を実施した。

派遣件数　1件 継続

社会活動への
参加促進

市の主催する会議、イベント等の諸行事に
手話通訳者を配置する。

関係各課
久喜市社会福祉協議会に委託し、手話
通訳者の派遣を実施した。

派遣件数　474件 継続



市立図書館障
がい者サービス
の充実

視覚に障がいのある人への録音資料、点字
図書等の貸出のほか、身体等に障がいのあ
る人で、図書館に来館することが困難な人、
通常の印刷物での読書が困難な人などに
対し、図書の郵送貸出等の障がい者サービ
スを実施する。
また、録音資料などの製作に協力していた
だく音訳ボランティアの音訳技術の向上を図
る講習会などを開催する。
さらに、サピエ図書館の加入により、市立図
書館が所蔵する資料だけでなく、全国のサ
ピエ会員施設の取り扱っている録音資料や
点字図書の提供を実施する。

生涯学習課

視覚に障がいのある人への録音資料、
点字図書等の貸出のほか、身体等に
障がいのある人で、図書館に来館する
ことが困難な人、通常の印刷物での読
書が困難な人などに対し、図書の郵送
貸出等の障がい者サービスを実施し
た。
また、録音資料などの製作に協力して
いただく音訳ボランティアの音訳技術の
向上を図る講習会などを開催した。
さらに、サピエ図書館の加入により、市
立図書館が所蔵する資料だけでなく、
全国のサピエ会員施設の取り扱ってい
る録音資料や点字図書の提供を実施し
た。

【点字図書等の郵送貸出サービ】
・なし
【サピエ図書の提供】
・2点
【音訳ボランティア講習会】
・図書館ボランティアスキルアップ講座
・実施：1回/参加者：20人

継続

②意思疎通支援者の育成

事業名 内　容 担当課 実施事業の概要 実施結果
次年度以降
の方向性

理由
（次年度以降の方向性で「継続」以外を選択した

場合、記入してください。）

手話への理解
及び普及

久喜市手話言語条例に基づき、手話への理
解及び普及、手話を使いやすくする環境整
備、手話による情報取得の機会の拡大等の
事業を実施する。

障がい者福
祉課

夏休み手話教室（小中学生向け）及び
初めての手話講座（大人向け）を実施し
た。

夏休み手話教室（小中学生向け）
令和6年7月22日（火）9人、23日（火）9人、
24日（水）8人　計26人参加

初めての手話講座（大人向け）
令和6年11月12日（火）16人、11/19（火）14
人、11/26（火）15人　計45人参加

継続

手話通訳者養
成講座

手話を必要とする人との意思疎通を担う手
話通訳者を確保するため、手話通訳者養成
講座を実施する。

障がい者福
祉課

久喜市社会福祉協議会に委託し、手話
つ役者養成講座を実施した。

令和6年5月17日～令和7年1月24日（全
34回）
7人に修了証を交付

継続

読み書き情報
支援員養成講
習会

視覚障がい者や、見る（読む）ことによる情
報を得にくい方に対し、代読・代筆の支援を
行う読み書き情報支援員の養成を行う。

障がい者福
祉課

市職員及び関係機関の職員を対象に、
読み書き（代読・代筆）情報支援員養成
基礎講習会を実施した。

令和6年11月6日　参加者58人 継続
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